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はじめに 

 

 

「地域共生社会の実現に向けて」 

 

当法人は 2006 年の設立以来、難病や障害当事者、またその家族の支援活動を行ってきた。 

2017 年、改正住宅セーフティネット法施行に伴って大阪府の居住支援法人となり、2018

年から住宅確保要配慮者への支援を開始した。 

改正住宅セーフティネット法は 

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度 

② 登録住宅の改修や入居への経済的支援 

③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援 

の３つを柱としている。当法人は共生社会をめざして活動してきた理念にもとづき、

「③住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援」に取り組み、とりわけ単身高齢者、障害

者や矯正施設退所者らへの支援を続けている。 

居住支援を開始して 4 年が経過した今春、以前に相談を受けたある高齢者から電話が入

った。前回は一方的な立ち退き要求を受けた相談者が不利にならないよう家主との交渉を

サポートし、その後、相談者自身が物件を見つけて転居された。ところが、転居先の住ま

いで再び立ち退きを求められて困っているという相談だった。低所得で賃貸契約ができる

物件にはこうしたリスクが伴うこともあるが、要配慮者自身がそれを見極めるのは難しい。

あらためて、当法人が物件探しから転居まで支援を行うことになった。 

相談者の孤独死に直面することもある。2021 年度、当法人が緊急連絡先となっていた方

のうち 3 人が亡くなった。緊急連絡先に法的な責任は伴わないとされているものの、病院

での緊急手続き、ご葬儀や遺品整理などに関わることになった。大家さんが契約に尻込み

するのにはまさにこのような背景があるのだが、一法人でそれらをすべて支援するには限

界がある。まさしく居住支援協議会などが力を発揮できるよう官民のネットワークを構築

する必要がある。 

当法人の居住支援の活動内容を記録することを目的に、この 2021 年度報告書をまとめた。

連携事業所をはじめ多くの方のご協力に心から感謝している。私たちの居住支援、生活支

援は一握りの人にしか届けることができず、小さな力にすぎないが、地域における居住支

援の現状と課題が共有され、地域共生社会に向けた連携につながることを願う。 

 

2022 年 7 月 

ＮＰＯ法人アクティブライフ・サン 
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１．概要 

 

当法人では、4 名の相談支援員(他事業と兼務)を配置し、協力機関と連携しながら相談対

応にあたっている。居住支援の活動を開始してからの相談件数は 2018 年度の新規受付数が

25 件、2019 年度 48 件、2020 年度 31 件、2021 年度 41 件となっている。 

独居の高齢者の死後事務委任や介護､生活支援が必要な障害者など、物件の成約、転居後

も生活支援・見守りを継続するケースが多い。相談支援の現状から見えてきた課題は次の

ようなものがある。 

 

①広域的な相談対応 

寄せられる相談は、大阪市､大阪府以外からのものも多く、公的機関から直接の相談、ま

たはその紹介を受けての相談が多い。 

 

②複雑な課題の調整 

生活保護、障害、高齢、疾病、失業、家族関係その他複数の課題を抱えている方が多く、

転居に至るまでの調整に時間がかかっている。そのため、支援に要した日数、支援回数は

中央値で 20 日、5 回となっており、100 日を超える長期支援のケースもある。 

 

③物件探しの困難さ 

居住環境や、特に賃料などの時要件が相談者の希望合致する物件が少ないため、物件探

しに大変時間がかかります。また、障害や要介護など相談者のニーズに応じた住まいを探

す際は、書類確認だけでは不十分で、段差チェック等の現地確認が必要になることも、物

件探しに時間がかかる要因です。 

 

④審査と家賃保証、保険 

住宅確保要配慮者との契約に向けて管理会社や家賃保証会社の理解を得ることが難しく、

審査及び見守り等諸問題があり、契約までに時間がかかる。家賃債務保証制度は賃借人の

側から希望しても応じてもらえない場合が多く、代替策が見つかっていない。 

 

⑤緊急連絡先 

 緊急連絡先がないので支援してほしいというニーズは多いが、法人で緊急連絡先になる

ことを認めないことが大半のため、スタッフ個人の携帯電話で対応せざるを得ない現状が

ある。緊急連絡先となっても法的責任を伴わないとされているが、実際には負担は大きい

のが現状で、今後、居住支援協議会などによる組織的な対応が必要である。 

 

⑥入居後の生活支援 

独居の見守りや介護サービス提供の他に、死後事務委任や財産管理、その他専門職との

連携が必要となる課題が多い。 

 

 具体的な内容は、次節以降をお読みいただきたい。 
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２．2021 年度の居住支援事業 

 

 ⑴ 相談内容 

2021 年 4 月〜2022 年 3 月に新規に受け付けた相談は 46 件あった。そのうち当法人での

居住支援の対象となったのは 41 件だった。 

 

① 新規相談受付日 

時期を問わず年間を通して新規相談があった。おおむね受付数は平均していたが、12 月

は特筆して多く相談が寄せられており、「仕事がない、立ち退きを要求されている」など

緊急性の高い相談が多かった。 

 
図１ 月別の新規相談受付（グラフ中数字は人数） 

 

 

② 現住所 

相談者の現住所は、大阪市内が 29 人、大阪府内が 12 人、東京を含む大阪府外が 5 人で

あった。福祉施設や矯正施設の入所が 3 人あり、実家や友人宅に一時的に滞在中で住まい

を探したいという相談もあった。 
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図２ 相談者の住所 

③ 年齢と性別 

相談者の性別は女性が 26、男性が 20 で、相談者の性別はやや女性が多かった。施設職員

から匿名の相談など性別が不明になっているものもある。 

相談者の年齢は 20 代から 90 代までとなっている。 

 

 
図３ 相談者の年齢と性別(グラフ内数字は人数) 

 

④ 相談経路 

相談経路は、住宅担当課など自治体窓口からの紹介が 14 人でもっとも多く、地域包括支

援センター7 人、大阪市立住まい情報センター4 人、保護観察所や保護施設などを含めて公

的機関からの相談が全体の半数を超えている。 

当団体のウェブサイトからは 6 人。近隣へのポスティング行った結果、ちらしを見ての

相談 3 人、過去の相談者の紹介による口コミもあった。グループホームの職員から入所者

の相談を受けたものなど、分類できていないものもある。 

 
図４ 相談経路 

⑤ 支援を依頼した人 

支援を求める本人からの相談がもっとも多いが、家族や親戚から連絡を受けた後に本人

と面談して支援を始めるケースや、施設職員から、施設を出て暮らしたい利用者の住まい

について相談されるケースも少なくない。 
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⑥ 現在の住まいの状況 

相談者の７割を超える 33 人は、賃貸住宅に居住しており、そのうち 32 人は集合住宅。

持ち家は３人と少なく、すべて戸建て住宅であった。グループホームやサ高住、生活保護

施設など施設入所中が 4 人、実家暮らしが 2 人、友人宅に間借りしているなどの仮住まい

中が 4 人あった。 

 

 
図５ 現在の住まい 

 

⑦ 収入源 

もっとも多いのは生活保護で、相談者の約 4 割にあたる 17 人が生活保護を受給中か申請

中であった。また、老齢年金や障害年金など年金受給者は 17 人。このうち年金収入のみは

6 人で、多くは福祉的就労や生活保護受給その他、年金を補う収入を生活費にあてていた。

相談者の 9 割は高齢、障害その他の理由から就労による収入はない。 

就労による収入がある相談者は 5 人で、就労収入のみで生活しているのはそのうち 3 人

（20 代から 40 代）。70 代と 80 代の 2 人はともに年金を受給中していた。 

その他の内訳は、失業保険受給中、コロナ禍の影響で収入がなくなったなどであった。

収入が無いという人が 8 人あった。 

 

 
図６ 収入源(グラフ内数字は人数) 

 

⑧ 同居人数 

相談者の 8 割が単身世帯であった。その他の相談者もほぼすべてが、「家族と同居して

いるが、独立して生活するための住まいを探したい」「グループホームなどで共同生活中
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だが、施設を出て地域で生活する家を探したい」など、単身で住むための住まい探しの支

援を依頼する相談であった。 

2 人以上で住む家を探したいという希望は少ない。2 人以上で住むことを希望しているの

は高齢の親と子、障害児とその親など、介護のために同居が必要となるケースであった。 

 

⑨ 配慮すべき課題 

 

  
図７ 配慮すべき課題(グラフ内の数字は人数) 

 

相談者の大半は複数の課題を持っているため、グラフの数字の合計は相談者の人数より

多くなっている1。2021 年度は、LGBT､外国人、被災者、犯罪被害者、児童養護施設出身

者からの相談はなかった。 

高齢者のうち半数には生活保護など低所得の課題があった。 

障害は、身体障害 11、精神障害 7 となっているが、重複障害のケースもある。障害の他

に高齢や生活保護などの課題も重なっていることも多い。 

家族関係をみると、夫からの DV 被害や母子世帯などの他に、同居中の家族や、同居で

ないきょうだいや親族との関係の不和から転居を希望する相談があり、転居支援にあたっ

て、家族関係の調整が求められることが少なくない。 

この他に、要介護や疾病など介護の課題を持つ相談者も 4 人あった。 

なお、要配慮者の要件にあてはまらない相談者から賃貸契約の際の緊急連絡先を求めて

いる相談もある。これらの相談者の多くが単身で、家族や友人の支援を受けにくく孤立し

ていることがわかる。 

 

1当法人は国交省の居住支援法人補助事業を受けているが、補助事業の報告では、相談者の課題は「１つ

だけ」を選択することになっているため、図７のグラフに示した数字とは一致しない。上記の通り「高齢

のため住まいが見つけられない」のように､配慮が必要な課題が１つだけという相談は少ない。 
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 ⑵ 支援内容 

 

① 受付と支援の流れ 

 
 

② 居住支援(入居前の支援) 

 2021 年度は以下のような支援を行った。 

●住まいに関する相談の対応 

2021 年度新規受付分と 2020 年度からの継続案件をあわせて 49 人の支援を行っ

た。なお、新規相談を受け付けた結果、初期費用のお金が無いので貸して欲しい、

緊急連絡先だけが必要、面談の日に連絡なしで来所されなかった等の理由から支援

実施に至らなかったケースもある。 

●物件の紹介・不動産業者の紹介 

面談を行い、相談者の現状と希望を確認した後、 

⑴ 物件情報を収集 

⑵ スタッフによる物件の現場確認 

⑶ 相談者に物件情報を提供 

の流れで調整を行った。「⑵物件の現場確認」は、段差や扉をはじめ書類や写

真・図面だけでは読み取れない情報を現場で確認し、相談者が安心・安全に住むこ

とができる物件として紹介できるかを見極める目的で行っている。⑵の確認を経て

紹介物件を絞り込むため、⑶で相談者に紹介できる物件の選定ができるまで時間を

要することが多い。 

●支援プランの作成・必要なサービスのコーディネート 

不動産店を通じて、家主・管理会社・家賃保証会社との調整(審査)、家賃保証、緊

急連絡先、生活保護や障害年金申請、介護サービスの調整、転居、家財、生活用品

購入の同行、その他必要なサービスを計画し調整サポートしている。 

 

  

 

受付 

 

電話・メール等による相談受付 

面談予約 

 

面談 

 

相談員による面談（必要な場合は訪問） 

依頼内容の確認 

 

会議 

 

連携不動産店を含め依頼内容にもとづくケース会議の実施 

支援方針の決定 

 

支援 

 

居住支援（物件の情報提供、内覧、転居支援、環境調整等） 

生活支援（見守りを含む包括的な生活支援） 



 

9 

●内覧同行や賃貸借契約時の立ち会い 

物件の内覧に同行し、貸主との調整や段差などのチェックポイントを相談者とと

もに確認するなどの支援を行う。車椅子利用者の物件内覧には福祉車両で対応。 

●転居の支援 

協力事業者と連携し、引っ越しや家財の搬入・搬出を支援。また、障害者や高齢

者など必要な場合は、電化製品や生活用品の購入の同行その他も支援している。 

●緊急連絡先の確保 

緊急連絡先が見つからないため契約できないという相談もあり、当法人が緊急連

絡先となって契約に至るケースもある（法人として緊急連絡先になることは認めら

れないことが大半のため職員個人の携帯番号で対応）。緊急連絡先として法的な責

任は無いとされているものの、家賃滞納、近隣トラブル、緊急時や死亡時など昼夜

を問わず連絡が入ることが多い。地域包括支援センターなど他団体の協力が得られ

ることもあるが、個人や一法人が緊急連絡先となることは大きな負担になってい

る。 

●その他 

事業所で借り上げて入居支援、シェルター等への一時的な入居支援は行っていな

い。また、支援ケースはすべて保証会社との契約を条件に入居しているため、賃貸

借契約時の保証人の引き受けは行っていない。 

i.  

 

③ 生活支援(入居後の支援) 

●見守りの支援 

安否確認・緊急時対応など、希望者には定期的な見守りのための電話、適宜訪問

を実施している。 

●生活支援 

介護事業所と連携し、希望者には介護サービスを提供している他、通院、障害認

定や生活保護申請等の行政手続などについても同行支援をするなど、相談者に寄り

添って支援を継続している。 

 

 

④ 支援の状況 

（支援の期間） 

相談者への支援は最短 1 日で終了したものから、最長 134 日にわたる長期間になるも

のもあった。支援を行った期間の平均は 34 日間、中央値で 20 日であった。 

（支援の回数） 

相談者に行った支援回数は最小 2 回から最大延べ 42 回であった。支援回数の平均は 6.8

回、中央値で 5 回となった。 

表１に、2021 年度の支援実績の一覧を示す（49 人のうち支援実績を記録している 44 人

分を掲載）。 
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表１ 2021 年度の支援実績 

 

№ 年齢(年代） 性別 配慮を要する課題 初回 最終回 支援期間(日） 支援日数

1 不明 女 その他 2021/08/10 2021/08/17 7 2

2 20 女 障害(知的） 2021/7/13 2021/7/16 3 3

3 40 男 障害（精神） 2021/06/01 2021/06/02 1 2

4 70 女 高齢者 2021/1/16 2021/05/03 107 5

5 40 男 低所得者 2021/10/22 2021/10/25 3 2

6 30 女 母子･父子世帯,  生活保護世帯 2021/06/21 2021/08/06 46 7

7 40 男 障害（精神） 2021/6/10 2021/6/26 16 2

8 90 女 高齢,  低所得者 2021/12/20 2022/2/4 46 17

9 60 女 高齢,  家族関係 2021/4/28 2021/05/11 13 3

10 30 女 生活保護世帯 2021/12/28 2022/3/7 69 3

11 80 男 高齢、生活保護世帯 2022/3/9 2022/3/31 22 9

12 80 男 高齢、生活保護世帯 2021/10/29 2021/11/01 3 3

13 30 男 低所得者 2021/04/23 2021/05/10 17 2

14 40 女 生活保護世帯 2021/08/02 2021/8/7 5 4

15 30 男 生活保護世帯、 2021/04/21 1 1

16 30 女 障害(精神） 2021/10/23 2021/10/28 5 6

17 70 男 高齢,  障害（身体）,  生活保護世帯 2021/07/03 2021/07/28 25 2

18 40 女 障害（身体） 2021/10/20 2022/3/3 134 19

19 70 男 障害（身体）,  更生保護対象者 2021/10/28 2021/12/3 36 11

20 50 女 障害（身体）,  生活保護世帯 2021/12/20 2022/1/20 31 2

21 60 女 DV被害者 2021/11/18 2021/11/30 12 3

22 60 男 障害（精神）,  生活保護世帯,  家族関係 2021/12/3 1

23 50 男 障害（身体）,  低所得者,  疾病 2021/11/1 2021/12/6 35 16

24 40 男 家族関係,  疾病、DV被害者 2021/09/25 2021/10/01 6 8

25 90 女 高齢、要介護１ 2021/06/06 2021/08/07 62 4

26 70 男 高齢,  障害（身体）,  低所得者 2021/03/27 2021/04/01 5 3

27 50 女 障害（身体）,  家族関係 2022/2/22 2022/4/18 55 29

28 50 男 疾病 2021/09/13 1

29 70 女 高齢,  障害（精神） 2021/06/07 1

30 30 女 障害（精神）,  生活保護世帯 2022/2/24 2022/3/8 12 12

31 70 女 高齢 2021/10/09 2021/10/25 16 6

32 50 女 疾病 2022/1/4 2022/4/21 107 23

33 70 女 高齢,  生活困窮 2021/08/07 1

34 50 男 障害（身体） 2021/05/26 2021/10/07 134 6

35 50 女 障害（身体） 2021/6/15 1

36 30 男 障害（身体・精神）生活保護 2022/3/9 2022/3/29 20 5

37 20 女 母子･父子世帯 2022/2/8 2022/2/15 7 3

38 70 女 高齢 2021/12/2 2021/12/2 0 2

39 50 男 障害（精神）､生活困窮 2021/4/2 2021/06/01 60 10

40 60 女 生活困窮 2021/07/08 2021/08/06 29 4

41 30 女 障害（精神）,  家族関係 2021/12/28 2022/1/8 11 6

42 80 女 高齢,  生活保護世帯 2021/06/22 2021/06/29 7 3

43 80 男 高齢 2022/3/17 2022/3/22 5 2

44 40 女 子育て世帯,  母子･父子世帯 2021/11/08 2022/3/10 122 42



 

11 

３．実施体制 

 

 ⑴ アクティブライフ・サン 

  居住支援員４名(兼務) 

  相談窓口開設時間 月曜日から金曜日の 10 時から 17 時 

   

 ⑵ 関係機関との連携 

大阪府・大阪市、その他自治体 

社会福祉協議会 

地域包括センター 

保護観察所 

Osaka あんしん住まい推進協議会 

など 

 

⑶ 連携居住支援法人グループ 

 なにわ住まいネット（仮称） 

 ・大阪市市民生活支援センター 

 ・株式会社ネクサス 
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４．資料 

 ⑴ 相談受付票 
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 ⑵ エンディングノート 

 

 自分のこと(基本情報)の他、医療・介護の希望、お金など資産について、家族のこと、

お葬式やお墓のことなどの様式を提供している。 
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 ⑶ 死後事務委任契約 
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 ⑷ 物件内覧チェックシート 
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